
広島圏都市計画地区計画の変更（廿日市市決定）

下平良二丁目地区地区計画を次のように変更する。

名 称 下平良二丁目地区地区計画

位 置 廿日市市下平良二丁目

面 積 約１１．３ｈａ

地 区 計 画 の 目 標

本地区は、シビックコア地区整備計画区域の一部を構成し、生産・流通機

能が集積している地区で、今後、産業・文化施設、商業・業務施設等の立地、

海に面した立地条件を生かした環境整備等により、広島都市圏の広域拠点と

してふさわしい拠点地区の形成をめざす地区である。

このため、産業・文化施設、商業・業務施設等の立地、強化を図り、建築

物等の規制・誘導を行うことにより、良好な都市環境を形成させるものであ

る。

土地利用に関する方針

賑わいの創出を目的とした土地利用を促進するため、本地区を３地区に区

分する。

１ 準工業地区（準工業地域）

木材関連事業所を中心とした生産・流通機能の土地利用を当面維持す

るとともに、産業・文化施設、商業・業務施設等の立地を誘導する。

２ 商業地区A（商業地域）
産業・文化施設、商業・業務施設等の立地を誘導する。

３ 商業地区B（商業地域）
水辺の魅力を活かした商業施設等の立地を誘導する。

区
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基本的な方針

本市のシビックコア地区の一翼を担う都市機能の集積の誘導と良好な都市

環境の形成を図るため、建築物等について必要な規制・誘導を行うとともに、

民有地の緑化、良好な景観の形成等を促進する。

地区施設の

整備の方針

本地区における地区施設については、それぞれの機能が損なわれないよう

その維持、保全を図る。

建築物等の

整備の方針

適正な土地利用の誘導を図るとともに、良好な都市環境を形成するため、

建築物等について次の事項を定める。

１ 建築物の用途の制限

２ 建築物の敷地面積の最低限度

３ 壁面の位置の制限

４ 建築物等の形態又は意匠の制限

５ かき又はさくの構造の制限
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名 称
準 工 業 地 区 商 業 地 区 A 商 業 地 区 B

地区の

面 積
約３．２ｈａ 約２．１ｈａ 約６．０ｈａ

建築物の

用途の制限

１ 次の各号に掲げる建

築物は建築してはなら

ない。

(1) 建築基準法別表第
２（い）項第３号

に掲げる寄宿舎及

び下宿

(2) 建築基準法別表第
２（い）項第４号

に掲げる学校（大

学、高等専門学校、

専修学校及び各種

学校を除く。）

(3) 建築基準法別表第
２（い）項第５号

に掲げる建築物

(4) 建築基準法別表第
２（は）項第４号

に掲げる建築物

(5) 建築基準法別表第
２（に）項第５号

及び第６号に掲げ

る建築物

(6) 建築基準法別表第
２（り）項第２号

に掲げる建築物

(7) 建築基準法別表第
２（ぬ）項第３号

(1)、(5)、(7)から
(20)に掲げる事業
を営む工場及び第

４号に掲げる建築

物

(8) 建築基準法別表第
２（ぬ）項第３号(3)
に掲げる引火性溶

剤を用いるドライ

クリーニング、ド

ライダイイングの

事業を営む工場

１ 次の各号に掲げる建

築物は建築してはなら

ない。

(1) 建築基準法別表第
２（い）項第３号

に掲げる寄宿舎及

び下宿

(2) 建築基準法別表第
２（い）項第４号

に掲げる学校（大

学、高等専門学校、

専修学校及び各種

学校を除く。）

(3) 建築基準法別表第
２（い）項第５号

に掲げる建築物

(4) 建築基準法別表第
２（は）項第４号

に掲げる建築物

(5) 建築基準法別表第
２（に）項第５号

及び第６号に掲げ

る建築物

(6) 建築基準法別表第
２（り）項第２号

及び第３号に掲げ

る建築物

(7) 建築基準法別表第
２（を）項第６号

に掲げる建築物

(8) 建築基準法別表第
２（わ）項第４号

に掲げる建築物

２ 建築物の１、２階を

次に掲げる用途に供す

る建築物を建築しては

ならない。

(1) 建築基準法別表第
２（い）項第１号

及び第８号に掲げ

る建築物

１ 次の各号に掲げる建

築物は建築してはなら

ない。

(1) 建築基準法別表第
２（い）項第３号

に掲げる寄宿舎及

び下宿

(2) 建築基準法別表第
２（い）項第４号

に掲げる学校（大

学、高等専門学校、

専修学校及び各種

学校を除く。）

(3) 建築基準法別表第
２（い）項第５号

に掲げる建築物

(4) 建築基準法別表第
２（は）項第４号

に掲げる建築物

(5) 建築基準法別表第
２（に）項第５号

及び第６号に掲げ

る建築物

(6) 建築基準法別表第
２（へ）項第５号

に掲げる建築物

(7) 建築基準法別表第
２（と）項第２号

から第４号に掲げ

る建築物（店舗に

付帯するものを除

く。）

(8) 建築基準法別表第
２（り）項第２号

及び第３号に掲げ

る建築物

(9) 建築基準法別表第
２（わ）項第４号

に掲げる建築物
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建築物の

用途の制限

(9) 建築基準法別表第
２（ぬ）項第３号(4)
に掲げるセルロイ

ドの加熱加工の事

業を営む工場

(10) 建築基準法別表

第２（を）項第６

号に掲げる建築物

(11) 建築基準法別表

第２（わ）項第４

号に掲げる建築物

２ 建築物の１、２階を

次に掲げる用途に供す

る建築物を建築しては

ならない。

(1) 建築基準法別表第
２（い）項第１号

及び第８号に掲げ

る建築物

(2) 建築基準法別表第
２（い）項第３号

に掲げる共同住宅

(3) 建築基準法別表第
２（い）項第６号

に掲げる保育所

(2) 建築基準法別表第
２（い）項第３号

に掲げる共同住宅

(3) 建築基準法別表第
２（い）項第６号

に掲げる保育所

(10) 集会場(業として
葬儀を行うものに

限る。)
２ 建築物の１、２階を

次に掲げる用途に供す

る建築物を建築しては

ならない。

(1) 建築基準法別表第
２（い）項第１号

に掲げる建築物

(2) 建築基準法別表第
２（い）項第３号

に掲げる共同住宅



「区域、地区整備計画の区域、地区の区分は、計画図表示のとおり」
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建築物の

敷地面積の

最低限度

５００平方メートル

ただし、次の各号のいずれかに該当するものにつ

いては、この限りでない。

１ 建築基準法施行令第１３０条の４に掲げるもの

（建築基準法施行令第１３０条の４第２号を除

く。）

２ 本地区計画決定時点において、敷地面積が５０

０平方メートル未満の土地で、現に建築物の敷地

として使用されている敷地又は現に存する所有権

その他の権利に基づいて建築物の敷地として使用

する土地について、その全部を一の敷地として使

用する場合

１０００平方メートル

ただし、建築基準法施

行令第１３０条の４に掲

げるもの（建築基準法施

行令第１３０条の４第２

号を除く。）は、この限り

でない。

壁 面 の

位置の制限

建築物の外壁又はこれに代わる柱の面から道路境界線及び計画図に示す壁面

の位置の制限がある敷地境界線までの距離との最低限度は、１メートルとする。

ただし、次の各号のいずれかに該当するものについては、この限りでない。

１ 本地区計画決定時点において、この規定に適合していない建築物

２ 公共用歩廊その他の多数人の通行の用途に供する建築物

３ バス又はタクシーの乗降場の上家

４ あずまや

建築物等の

形態又は色彩

そ の 他 の

意匠の制限

１ 建築物、広告物（屋外広告物法（昭和２４年法律第１８９号）第２条第１

項に定めるものをいう。以下同じ。）などは、刺激的な色彩又は装飾を用いる

ことなどにより良好な景観、風致を著しく損なわないものとする。

２ 広告物は、次の各号のいずれかに該当するものを除き、建築物又は工作物

を利用して表示し、又は広告物を掲示する物件を設置してはならない。

(1) 法律、命令、条例、規則等により表示し又は設置するもの
(2) 公益上やむを得ないもの
(3) 屋根に設置するもの以外の自己看板その他慣例上やむを得ないもの
(4) 一時的又は仮設的なもの
(5) その他市長が適当と認めるもの

かき又はさく

の構造の制限

敷地の道路に面する部分又は計画図に示す壁面の位置の制限がある敷地境界

線に面する部分に設置するかき又はさくの構造は、次のいずれかに掲げるもの

とする。ただし、安全上やむを得ないもの、門柱、公共公益施設又は本地区計

画決定時点において、この規定に適合していないかき又はさくについてはこの

限りではない。

１ 生け垣

２ 地盤面からの高さが２メートル以下の金網その他これに類する透視可能な

さくで、これに沿って植栽を施したもの


